
第　８　期 大阪国際石油精製株式会社

百万円 百万円

175,861 146,919

（ 132,129 ） （ 138,626 ）

3,813 23,838

55,034 72,789

9,284 40,718

56,426 4

35 50

4,830 301

2,657 34

46 889

            

（ 43,732 ）

〔 43,111 〕

1,059 （ 8,293 ）

1,223 1,150

2,217 48

3,906 7,093

123 1

195

33,157

76 28,942      

1,150 （ 28,942      ）

〔 195 〕 〔 100 〕

189 〔 30,810 〕

5 9,900

〔 425 〕 20,910

3 〔 1,968 △     〕

6 1,968 △     

386 203         

30 529         

0 △       2,701 △     

175,861 175,861

                 

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金

資 産 合 計 負 債 お よ び 純 資 産 合 計

特 別 償 却 準 備 金そ の 他 の 投 資

投 資 有 価 証 券

繰 越 利 益 剰 余 金

油 槽

構 築 物

機 械 装 置

車 両 運 搬 具

長 期 前 払 費 用

ソ フ ト ウ ェ ア

貸 倒 引 当 金

差 入 保 証 金

投 資 そ の 他 の 資 産

貸　　借　　対　　照　　表

科         目 金          額 金          額科         目

（２０１８年３月３１日現在）

資 産 の 部

製 品

原 材 料 お よ び 貯 蔵 品

流 動 資 産

現 金 預 金

売 掛 金

負 債 の 部

未 払 金

流 動 負 債

買 掛 金

短 期 借 入 金

建 物 固 定 負 債

繰 延 税 金 資 産

有 形 固 定 資 産

固 定 資 産

未 払 法 人 税 等

賞 与 引 当 金

前 払 費 用

未 収 入 金

そ の 他 の 流 動 資 産

リ ー ス 債 務

そ の 他 流 動 負 債

未 払 費 用

修 繕 引 当 金

繰 延 税 金 負 債

純 資 産 の 部

株 主 資 本

そ の 他 の 固 定 負 債

リ ー ス 債 務

資 本 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

建 設 仮 勘 定

工 具 器 具 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

資 本 準 備 金

資 本 剰 余 金

特 許 権



第　８　期 大阪国際石油精製株式会社

百万円 百万円

380,478          

358,263          

22,214          

456              

21,758          

4

230

146 381              

321

38 359              

21,780          

0

12

21,768          

4                

2,905            

18,858          当 期 純 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税および事業税

法 人 税 等 調 整 額

販 売 費 お よ び 一 般 管 理 費

固 定 資 産 除 却 損

雑 収 入

資 産 賃 貸 収 入

雑 損 失

特 別 損 失

営 業 外 費 用

支 払 利 息

経 常 利 益

営 業 利 益

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

営 業 外 収 益

損　　益　　計　　算　　書

自  ２０１７年　４月 １ 日

至  ２０１８年　３月３１日

売 上 総 利 益

売 上 高

売 上 原 価

為 替 差 益



個別注記表

（１）資産の評価基準および評価方法

　①有価証券の評価基準および評価方法

　　その他有価証券

　　　時価のないもの 　移動平均法による原価法を採用しております。

　②デリバティブ取引により生じる正味の債権および債務の評価基準および評価方法

　　　時価法を採用しております。

　③たな卸資産の評価基準および評価方法

　　　製品および原材料については総平均法、貯蔵品について移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

　　低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。なお、各勘定に含まれる未着原材料については、

　　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

（２）固定資産の減価償却の方法

　①有形固定資産

（リース資産を除く） 建物 15～50年　

構築物  7～50年　

油槽 10～15年　

機械装置  4～15年　

　②無形固定資産 　定額法を採用しております。

（リース資産を除く） 　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく

定額法を採用しております。

　③リース資産 　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　④長期前払費用 　均等償却によっております。

（３）引当金の計上基準

　①貸倒引当金　 　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。

　②賞与引当金　 従業員に対する賞与の支払に備えるため、支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を

計上しております。

　③修繕引当金 　将来の修繕費用の支出に備えるため、消防法により定期開放点検が義務づけられた油槽

に係る点検修理費用および製油所の機械装置に係る定期点検費用等を期間配分し、当事業

年度に対応する額を計上しております。

（４）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　①ヘッジ会計の方法

　　　繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約については振当処理の要件を満たしている場合は

　　振当処理を採用しております。

　②消費税等の会計処理

　　　税抜方式によっております。

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

　定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は以下のとおりです。



（１）有形固定資産の減価償却累計額 百万円

（２）関係会社に対する金銭債権および金銭債務

　　　（ア）　①金銭債権

　　短期金銭債権 百万円

　　　（ア）　②金銭債務

　　短期金銭債務 百万円

　　関係会社との取引高

（１）営業取引

　①売上高 百万円

　②仕入高 百万円

　③一般管理費 百万円

（２）営業取引以外の取引 百万円

当事業年度の末日における発行済株式の数

普通株式 株

繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　　繰延税金資産

　　　繰越欠損金 百万円

　　　修繕引当金 百万円

　　　賞与引当金 百万円

　　　その他 百万円

　　繰延税金資産小計 百万円

　　評価性引当額 百万円

　　繰延税金資産合計 百万円

　　繰延税金負債

　　　土地評価差額金 百万円

　　　その他 百万円

　　繰延税金負債合計 百万円

　　繰延税金負債の純額 百万円

２．貸借対照表に関する注記

82,638

104,127

53,173

376

３．損益計算書に関する注記

300,474

60,519

5,105

321

115

５．税効果会計に関する注記

10,076

396

10,000

４．株主資本等変動計算書に関する注記

383

5,708

△ 67

91

5,640

9,693

4,436



６．金融商品に関する注記

（１）金融商品の状況に関する事項

　当社は、両出資会社からの借入により資金を調達しております。借入金の使途は運転資金であります。

　売掛金は両出資会社を含む関連当事者に対する売掛金であり、信用リスクは極めて低いと認識しております。

　デリバティブは、為替の変動リスクを回避するために実需の範囲内で利用しており、投機的な取引は行わない方針で

あります。

（２）金融商品の時価等に関する事項ならびにデリバティブ取引に関する事項

 2018年3月31日における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：百万円）

①売掛金

②買掛金

③未払金

④短期借入金

⑤デリバティブ取引(*2)

ヘッジ会計が適用されているもの(*3)

(*1)負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

(*2)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。

(*3)為替予約の振当処理によるものは当該対象の時価に含めて記載しております。

（注１）金融商品の時価の算定方式ならびにデリバティブ取引に関する事項

　 ①売掛金

　　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

　 ②買掛金 ③未払金 ④短期借入金

　　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

 　⑤デリバティブ取引

　　ヘッジ会計が適用されているもの

　　　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引について、ヘッジ会計の方法ごとの決算日における契約額または

　　契約において定められた元本相当額等は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

為替予約取引

売建

米ドル (*1)

買建

米ドル (*1)

(*1)為替予約等の振当処理によるものは、ヘッジ対象としている売掛金および買掛金と一体として

　　処理しているため、その時価は当該対象の時価に含めて記載しております。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：百万円）

　これらについては、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、

時価を把握することが極めて困難と認められるものであるため、時価評価の対象資産には含めておりません。

区分

投資有価証券 非上場株式 3

差額

－

－

－

－

貸借対照表計上額(*1) 時価(*1)

(23,838) (23,838)

(40,718)

55,03455,034

(40,718)

－

区分
デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ
対象

契約額 時価

為替予約等
の振当処理

－

契約額
のうち
１年超

(72,789) (72,789)

－

貸借対照表計上額

3,560 －
売掛金
および
買掛金

18,855 －



　　　親会社及び法人主要株主等

百万円 百万円

　　　兄弟会社等

百万円 百万円

その他の関係会社（中国石油国際事業日本（株））の属するChina National Petroleum Corporationグループ系列の会社

取引条件および取引条件の決定方針等
(*1) 製品の販売については、市場価格を勘案して価格を決定しております。

(*2) 原油・原材料の仕入については、市場価格を勘案して価格を決定しております。

(*3) 資金の借入については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

(*4) 当社の未払揮発油税の延納分に対してＪＸＴＧエネルギー（株）より担保提供を受けております。

属性

－

PetroChina
International
(HongKong)
Co.,Ltd.

無
その他の
関係会社の
兄弟会社

※
ChinaOil
(Japan)
Co.,Ltd.

34,050 

※

無

 製品の販売(*1)

その他の
関係会社の
兄弟会社

PetroChina
International
(Singapore)
Pte.,Ltd.

46 

55,142 

156 

 資金の借入(*3)

取引の内容

 原油の仕入 202,892 

 当会社製品の販売

 当会社製品の販売
 原油の仕入
 事業資金の借入
 役員の兼任

上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。

 原油の仕入(*2)

4,986 

 売掛金

関連当事者との
関係

35,661 133,696 

－

53,549 

1,901 

議決権等
の所有
(被所有)
割合

科目
会社等
の名称

無  製品の販売(*1) 45,953 

－

14,128  買掛金

 利息の支払(*3)

 原油の仕入(*2)

 短期借入金

 買掛金

期末残高

5,475 

19,972 

 製品の販売(*1)

 当会社製品の販売

取引金額

 売掛金

ＪＸＴＧエネ
ルギー㈱

会社等
の名称

関連当事者との
関係

７．関連当事者との取引に関する注記

その他の
関係会社

 当会社製品の販売
 原油・原材料等の仕入
 事業資金の借入
 役員の兼任

親会社

属性

 売掛金

－

議決権等
の所有
(被所有)
割合

被所有
直接51%

被所有
直接49%

中国石油国際
事業日本㈱

 担保の受入(*4)

47,611 

－

 製品の販売他
(*1)

取引の内容

 利息の支払(*3) 164 －

 売掛金245,332 

科目

37,128 

期末残高

4,571 

 短期借入金

 原油・原材料等
の仕入(*2)

6,969  買掛金

取引金額

 資金の借入(*3) 125,404 



（１）１株当たり純資産額 円 銭

（２）１株当たり当期純利益 円 銭

該当事項なし

８．１株当たり情報に関する注記

９．重要な後発事象に関する注記

0’021,885,853

202,894,217


